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⼈事業務・システムの再構築⽀援

⼈事業務を「⾼効率化」「⾼品質化」し、⼈事部⾨を⾼度専⾨化１

２

⽇本総研は、⼈事業務やシステムを分析・評価したうえで、⼈事管理の「⾼効率化・⾼品
質化・⾼度専⾨化」を実現するための最適なシステム改善案を策定します。

テレワークの推進のほか企画業務のための時間確保など、多様なニーズの実現を⽬指し、⼈
事制度・業務・情報システムの専⾨家が⼀体となって適切なアプローチで再構築を⽀援しま
す。

本資料の著作権は株式会社⽇本総合研究所に帰属します。

【プロジェクトの⽬的・⽬標】
例１．⽣産性向上・リモートワーク推進のため、紙・押印の徹底排除と業務の⾃動化
例２．⼈事情報を⼀元管理・徹底活⽤し、変化をいち早く捉えて企画に対応できる⼈事管理の⾼度化
例３．⼈事制度・管理・業務の中⻑期的な動向を⾒据えた柔軟かつ経済的な⼈事システムの構築

開発・導⼊
定着化

取り組みの背景や⽬的および検討状況によってアプローチは変わりますが、⼀般的な⼿順は
次の通りです。
現状分析にて業務やシステムの課題が明確になります。また、もし制度⾯で⾒直しが必要と
なるケースにも併せて対応可能です。

⽀援範囲・推進⼿順（例）

業務設計
システム調達

• ⼈事制度棚卸整理
• 業務実態調査
• システム化実態調査
• 問題分析
• ⽬標・課題設定

構想策定現状分析

• 業務・情報システムの
あるべき姿を描く

• 外部サービスやシステ
ムに関する詳細情報
収集

• 効果推定
• 実現性評価
• 予算・⽇程計画策定

• 新業務設計
• システム要求事項整理
• 提案依頼書作成
• システム評価・選定
• 開発・導⼊計画策定

• 新業務展開⽀援
• マニュアル化・教育
• システム要件定義
推進⽀援
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各種分析・提案３

プロジェクトにおいては、多くの意思決定が必要となりますが、どう判断してよいか迷う場⾯が発
⽣します。⽇本総研では様々な分析を定量的に⽰し、適切な判断ができる様に⽀援します。

例１．業務実態とシステム化範囲から⾃動化率を算定し、実態と⽬標を明らかにします。
※下図はある企業のグループ会社ごとの調査と⾃動化率の評価イメージ。
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【提案依頼書】
• システム概要
• 機能要求事項
• ⾮機能要求事項
• 提案依頼事項
• 発に関する条件
• 契約事項 など

実態調査シート
サンプル

規模の⼤きい会社は⾃動化率が⾼い傾向にあり、
グループ全体での最適化を⽬指しシェアードサービス化
して共通プラットフォームを整備した例

例２．システム化の実現⽅法別に機能充⾜度、経済性など判断基準を明らかにします。
※下図は提案依頼したシステムベンダー各社の評価イメージ。

【ベンダー各社提案】
• システム要求事項各

項⽬の適合可否
• 費⽤
• 開発計画・体制
• 前提条件
など

各ベンダー提案
の分析・評価

※適合度、10年コスト⽐較
柔軟性、安全性、信頼性
などを分析して評価判定


